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平成３１年度 総合政策部 経営計画書 

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源 

総合政策部長 
松尾 秀明 

●使命 

 総合政策部は、企画・政策を総合調整する部として、市民の幸

福度を高めるため、高度化・多様化する行政ニーズを集約し、共

有しながら、課題を市政に反映します。 

また、市民意識を把握し、市民と行政との双方向による情報と

意識の共有化を進め、市民満足度の向上に努めます。 

 
●基本方針 
①透明で開かれた市役所をめざして、市政の情報と市民目線の広

聴広報に取り組みます。 
②定住促進策など「地方創生」関連施策を推進します。 
③市民活動のための支援策を調査研究し、協働のまちづくりを推

進します。 

所 管 課 秘書広報課、企画振興課 

 

人  員 
正職員 臨時職員 合計 

１７人 ２人 １９人 

一般会計 ７３２，２９８ 
千円 

特別会計 ２９，４０７ 
千円 

計 ７６１，７０５ 
千円 

（うち人件費） （ １０６，７６０ 千円） 
 

重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

1 

山鳥毛里帰りプロ

ジェクトの推進 

・ふるさと納税を活用したクラウ

ドファンディングを推進し、寄附

の募集を行います。 

・ふるさと納税を活用したク

ラウドファンディングを推

進し、寄附を集めます。 

≪目標額≫（経費差引後） 

目標額達成まで 

3 億 7,041 万 5,551 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クラウドファンディ

ング実施中。 

 

≪目標額≫ 

目標額達成まで 

3 億 2,888 万 2,565

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

クラウドファンディ

ング実施中。 

 

≪目標額≫ 

6億円→5億1,309万

円に変更。1月26日を

もって目標額達成。 

 

 

1月末（経費差引後） 

＋6,873万8,924円 

 

 

 

 

H30 寄附金総額 

3 億 2,784 万 4,468 円 

R1 寄附金総額 

5 億 5,394 万 7,928 円 

【2 ヵ年合計】 

8 億 8,179 万 2,396 円 

集まり、目標金額を

達成。 

 

3 月末（経費差引後） 

＋1億 1,903 万 7,396 円 

（未振込分や経費支払分 

により変動） 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

・歳入確保と市のイメージア

ップのため、お礼の品の開

発・拡充をします。 

・新たな返礼品とし

て電子商品券を加え

る準備をしている。 

・11月から電子商品

券を追加。その他、

玄米30ｋｇ、牡蠣や

果物（もも・ブドウ）

の事業者・品数・早

期受付など追加。 

新たな返礼品とし

て、電子商品券、果

物の早期受付を開始

した。今後、返礼品

の開発・拡充を推進

していきます。 

2 

「広報せとうち」

による重点施策の

情報発信と市外へ

の魅力の発信 

 

・市政に関心がある市民を増やす

ため、市の重点施策をテーマにし

た広報紙特集号を発行します。 

 

 

 

 

 

・マスコットキャラクター（セッ

トちゃん）を広く発信することに

より「瀬戸内市」の知名度の向上

を図ります。 

SNSをシティプロモーションツ

ールとして活用し、セットちゃん

情報をはじめ市の魅力を積極的に

発信します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市の重点施策等をテーマに

した広報紙特集号の発行

（年２回） 

・企画・取材・編集等の作業

を担う広報編集員の採用に

ついて研究し、メリット・

デメリットを見極めます。 

 

・幼稚園・保育園や各種イベ

ントへの参加（年30回以上） 

 

 

・投稿数の増加 

 （現在月１回⇒週3回以上） 

 

 

・広報紙7月号に「山

鳥毛」里帰りプロジ

ェクトの特集。 

・他の自治体等の情

報を参考に、補正予

算を議会に上程す

る。 

 

・4月～9月まで 

 11回参加 

 

 

・4月～9月まで 

月平均で週1回以上 

 

・広報紙1月号に幼児

教育・保育の無償化

の特集。 

・広聴広報支援（広

報作成補助）業務に

ついて、公募型プロ

ポーザルを実施。 

 

・4月～1月まで 

18回参加 

 

 

・4月～1月まで 

 6月中旬より山鳥

毛里帰りプロジェク

トのSNSを週5回投

稿。 

・広報紙 7 月と 1 月

に特集を実施。 

 

・広聴広報支援（広

報作成補助）を委託。

レイアウトを作成。 

 

 

・4 月～3月まで 

 19 回参加 

 

 

・山鳥毛里帰りプロ

ジェクトの SNS を週

5 回投稿。 

フォロワー数 

727→2,885(4 倍) 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

3 

国内・国際交流事

業の推進 

・国際交流員の配置による国際交

流と国際理解の推進に努めます。 

・体験学習を通じて、多文化

共生のまちづくりを進めま

す。（防災についての研修

会を開催） 

 

・日常生活に必要な情報をま

とめた外国人向けパンフレ

ット等の多言語化を３月ま

でに進めます。 

 

 

 

 

・8/24～8/25にカリ

ヨンハウスにて防災

研修を実施した。 

 

 

・パンフレット等を

準備している。 

・2/23に市内在勤の

外国人向け市内を巡

るバスツアーを実施

予定。 

 

・1月上旬に国際交流

員が退任したため、

多言語のパンフレッ

ト作成は延期。 

・防災研修とバスツ

アーを実施し、異文

化への理解が深まっ

た。 

 

・新型コロナウイル

スについて、やさし

い日本語・多言語版

をホームページに掲

載。 

4 

地方創生の推進 

 

・人口減少に歯止めをかけるため、

移住、定住人口の増加につなげる

取組を進めます。 

 

 

 

 

 

・総合戦略最終年度に当たり、有

識者会議でのＫＰＩ検証に向け、

達成状況の可視化を図ります。 

 

 

・現戦略の検証結果を踏まえ、次

期総合戦略を策定します。 

 

・市移住交流促進協議会（と

くらす）と連携し、移住フェ

ア等を通じた移住者支援に

取り組む。（フェア来場から

の移住：５組） 

 

 

 

・有識者会議を7月中に開催

し、ＫＰＩ達成状況を示すと

ともに、市ＨＰで公開する。 

 

 

・2019年度内に新戦略を策定

する。 

・フェア参加、東京

２回、名古屋１回、

大阪２回（フェア来

場からの移住：１組

２人） 

 

 

 

・有識者会議を7月10

日に開催し、概要を

ＨＰに掲載した。 

 

 

・次期総合戦略策定

の基礎資料としてア

ンケート実施。8月送

付、9月回収。現在集

計中。 

 

 

 

 

・フェア参加、東京

５回、名古屋１回、

大阪４回、岡山１回

（フェア来場からの

移住：１組２人）、

個別案内ツアーは16

組受け入れた。 

 

・有識者会議で確認

されたＫＰＩに対す

る意見等を次期戦略

の参考とした。 

 

・次期戦略策定に向

け、若手職員ワーク

ショップ、市民ワー

クショップを開催し

た。 

フェア参加、東京６

回、名古屋１回、大

阪５回、岡山１回（フ

ェア来場からの移

住：２組４人）、個

別案内ツアーは27組

（延べ33組）受け入

れた。 

・3 月中旬までに「第

2 期瀬戸内市太陽の

まち創生総合戦略」

の策定を終え、市Ｈ

Ｐで公表した。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

5 

公共交通の充実に

よる市民の利便性

向上 

・市公共交通網形成計画に基づき、

新規市営バス路線の導入による交

通不便地域の解消を進めます。 

 

 

 

 

・既存市営バス路線の利便性向上

を進めます。 

・新規３路線の１１月導入に

より、公共交通不便地域の人

口割合を H30、7,821 人、

20.7％から 2,825 人、7.5％

まで改善する。 

 

 

・新路線導入に伴い、各種交

通網の乗り継ぎに配慮した

ダイヤ改正や利用の手引き

の刷新を行う。 

・新規３路線は車両

の調達に時間を要

し、令和 2 年 1 月か

らの運行予定となっ

た。 

 

 

・既存の西脇線は路

線変更による利便性

向上を図った。 

・大富南北、長船北

の３路線を１月 20

日から運行開始し

た。邑久高美術部の

協力で同路線の車両

ラッピングを行っ

た。 

・新規 3 路線を含む

全路線のダイヤを掲

載した市営バスマッ

プを配布した。 

・新規 3 路線の導入

等により公共交通不

便地域の人口割合を

2,648 人、7.0％まで

改善した。 

 

 

・市内の全ての公共

交通網を記載した新

年度版公共交通マッ

プを官民協働で発行

した。 

6 

持続可能な地域づ

くりの推進 

・新たに立ち上げる「まちづくり

協議会制度」のモデル事業を通じ

て持続的な地域の形成を進めま

す。 

 

 

 

・地域自治組織や市民活動団体等

への各種補助金交付事務の効率化

を図ります。 

・地域への説明会の開催等を

通じて理解を深め、年度内に

モデル地区３地区の導入を

目指す。 

 

 

 

・市民活動応援補助金、協働

推進事業補助金の手引き、様

式の改善等を行い、団体及び

市の事務負担軽減を図る。 

・邑久地区、鹿忍地

区で制度導入に向け

た取組を行っている

が、モデル地区への

移行は困難な状況。 

 

 

・領収書等の提出の

際、分類、貼付に利

用できる様式を配布

した。庁内各部署の

テーマ設定の効率化

を図った。 

・鹿忍地区の新たな

自治組織構築に向け

た地元会議に出席

し、規約、役員構成

等に関する協議を行

った。 

 

・協働提案事業補助

金の制度改正を行

い、要望の多かった

２か年度の事業提案

を可とした。 

・モデル地区の導入

は不可能だったが、

鹿忍、邑久地区の組

織作りに関与し、少

しずつ前進してい

る。 

 

・2 月～3月で補助金

事業の審査を行い、

次年度採択事業を決

定した。 
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重点項目 内容 成果目標 9 月末の進捗状況 1 月末の進捗状況 3 月末の達成状況 

7 

各種統計の効率的

かつ確実な実施と

集計結果の利活用

を進めます。 

・統計調査員確保事務の効率化(外

注等)により、調査に伴う市民の負

担軽減につなげます。 

 

 

・庁内各部署で実施する統計、ア

ンケート等の結果を市民が利用す

ることができるよう、結果の集約、

オープンデータ化を行います。 

・農林業センサス調査員選任

時の業務委託の導入(１１月

までに) 

 

 

・統計、アンケート等の調査

手順、集計方法等の統一化を

行う。(年度内) 

・検討の結果、委託

によらず、これまで

どおりの方法で選任

した。 

 

・データの統一化は、

実施に向け制度を検

討中。 

・調査員７４人に説

明会を行い、滞りな

く調査準備ができ

た。 

 

・オープンデータ化

は未着手であった。

引き続き検討を行

う。 

・Ｒ2 年度の国勢調

査に向け、調査員の

確保につながった。 

 

 

・オープンデータは

引き続き検討するこ

ととする。 

 


